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外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（抜粋）①

２ 生活者としての外国人に対する支援

（７）社会保険への加入促進等

【現状認識・課題】

外国人が生活する上で、社会保険は重要なセー フテイネットであるが、外国人を雇用している事業所の中

には、外国人について社会保険への加入手続を行っていないものが一定程度存在していることから、関係機関

が連携してその加入促進を進めていく必要がある。

他方、在留外国人による医療保険の利用については、不適切な利用がなされているケースが存在するとの

指摘もあることから、その適正な利用の確保に向けた取組を進めていく必要がある。

【具体的施策】

○ 地方入国管理官署における特定技能外国人の受入れに関する審査に当たっては、受入れ機関における納

税義務の履行状況を確認することとし、一定程度滞納がある受入れ機関については特定技能外国人の受入れ

を認めないこととするとともに、その受入れ後において、特定技能外国人からの在留資格変更許可申請や在留

期間更新許可申請の際に、受入れ機関の源泉所得税等の滞納状況を確認することとし、一定程度滞納がある

受入れ機関に対しては適切な指導等を行う。

また、納付すべき所得税や住民税を自己の責めに帰すべき事由により一定程度滞納がある特定技能外国

人については、同人からの在留資格変更許可申請等を不許可とすることとし、関係機関に通報するなど必要な

情報連携を行うこととするほか、その他の在留資格を有する外国人についても、今後、同様の措置を講ずるこ

とを検討する。〔法務省（国税庁、総務省）〕《施策番号93》
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外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（抜粋）②

○ 個人住民税の滞納対策として、 給与支払者に徴収 ・ 納入をさせる特別徴収を促進することが必要との観点

から、 地方公共団体と連携して、 特別徴収の適切な実施のための事業者に対する周知を図る。

地方税に関しては、 出国する納税義務者に支払われるべき給与から未納税額を一括徴収する制度及び納

税義務者の納税に関する一切の事項を処理する納税管理人の制度を「生活 ・ 就労ガイドブック（仮）」に記載

すること等を通じて、 企業や納税義務者たる外国人に対する周知を図る。 〔総務省〕《施策番号95》

【具体的施策】

○ 受入れ機関は、特定技能１号外国人が円滑に納税を行うことができるようにするための支援、特に、在留期

間満了時までに、翌年納付すべき住民税を当該外国人に代わって納付することができるようにするための支援

措置を講ずることとし、出入国在留管理庁（平成31年4月発足）は、 受入れ機関が納税に係る支援を的確に実

施できるよう受入れ機関に対する周知を図り、 適正な履行が確保されていない受入れ機関に対しては、 適切

な指導等を行う。 〔法務省〕《施策番号94》
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租税条約について

租税条約は、課税関係の安定（法的安定性の確保）、二重課税の除去、脱税及び租税
回避等への対応を通じ、二国間の健全な投資・経済交流の促進に資するものである。
租税条約には、国際標準となる「ＯＥＣＤモデル租税条約」があり、ＯＥＣＤ加盟国を中
心に、租税条約を締結する際のモデルとなっている。ＯＥＣＤ加盟国である我が国も、概
ねこれに沿った規定を採用している。

租税条約の概要

○ 課税関係の安定（法的安定性の確保）・二重課税の除去

・ 源泉地国（所得が生ずる国）が課税できる所得の範囲の確定

ー 事業利得に対しては、源泉地国に所在する支店等（恒久的施設）の活動により得た利得の
みに課税

ー 投資所得（配当、利子、使用料）に対しては、源泉地国での税率の上限（免税を含む）を設定

・ 居住地国における二重課税の除去方法
ー 国外所得免除方式又は外国税額控除方式

・ 税務当局間の相互協議（仲裁を含む）による条約に適合しない課税の解消

ＯＥＣＤモデル租税条約の主な内容
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租税条約と個人住民税の関係について

※ 在留外国人上位５ヶ国との租税条約における状況
・ 住民税を対象税目としている国 ・・・中国、韓国、ヴィエトナム
・ 住民税を対象税目としていない国・・・フィリピン、ブラジル

所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止のための日本国政府と中華人民共和国との間の協定（昭和59年条約第５号）

第２条 （対象税目）
１ この協定が適用される租税は、次のものとする。
（a） 中華人民共和国においては、
（ⅰ） 個人所得税
（ⅱ） 合弁企業所得税
（ⅲ） 外国企業所得税
（ⅳ） 地方所得税
（以下「中国の租税」という。）

（b） 日本国においては、
（ⅰ） 所得税
（ⅱ） 法人税
（ⅲ） 住民税
（以下、「日本国の租税」という。）

第21条 （学生）

専ら教育若しくは訓練を受けるため又は特別の技術的経験を習得するため一方の締約国内に滞在する学生、事業修習者又は研修員であって、
現に他方の締約国の居住者であるもの又はその滞在の直前に他方の締約国の居住者であったものがその生計、教育又は訓練のために受け取
る給付又は所得については、当該一方の締約国の租税を免除する。

⇒ 居住地での課税を免除。

中華人民共和国の例

○ 租税条約においては、第２条で対象税目を規定している。
○ 締結国により、地方税である個人住民税を対象としている場合としていない場合がある。

○ 租税条約は基本的には源泉地国における課税について規定をしているが、一部居住地国に
おける課税を規定しているものも存在する（学生等）。
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